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平成２１年１０月 

在ブルガリア日本国大使館 

概観 

【政治政治政治政治・・・・社会社会社会社会】 

・新政権は省庁の改廃に伴う業務の割当て、次官ポストの削減、内務省等の幹部の大幅な入れ替えを実施、

政権への国民の支持率は選挙後も高水準で推移。 

【経経経経    済済済済】 

・金融危機の影響が本格化。第2四半期の成長率が２期連続のマイナス、外国投資半減、国内消費が落ち込む。 

・政府は財政出動を伴う景気刺激策は採らず、財政収支の改善による金融の安定性、国際社会の信頼維持を

優先。ＩＭＦからの支援や、今後ＥＲＭⅡに参加する際の通貨切り下げには否定的。 

【我我我我がががが国国国国とのとのとのとの関係関係関係関係】 

・ ソフィア地下鉄拡張工事（円借事業）が終了 

 

この月報はブルガリア各種メディアの報道ぶり等をとりまとめたものであり、在ブルガリア日本大使館の意見や判断を反映するもので

はありません。 

 

政治・社会 

１．内政 

���� 省庁省庁省庁省庁のののの改編改編改編改編 

�政府は、８月７日、廃止された行政省の業務を

閣僚評議会、教育省、財務省、内務省、及び地域

開発・公共事業省に割り当てることを決定した。

各大臣は、８月２０日までにそれぞれ次官を任命、

各省とも２～３名とポストの数を削減した。 

�またそれぞれの大臣は前政権時代に各省で行わ

れた調達や予算の執行について洗い出し、具体的

な案件を挙げて不適切な運用があったと非難して

いる。 

 

����    前政権前政権前政権前政権のののの大使人事大使人事大使人事大使人事をををを取消取消取消取消しししし（８月１７日） 

８月１７日、政府は前政権が任命していた大使、

総領事のうち、職業外交官である者以外の計５名

について、その決定を覆した。新政権は、政権交

替直前に旧政権が重要ポストの人事交替を行うの

は不適切と非難していた。 

 

    

����各副首相各副首相各副首相各副首相のののの所掌範囲所掌範囲所掌範囲所掌範囲をををを確定確定確定確定    

８月１８日、２名の副首相のそれぞれの所掌範囲

が決定された。外務、内務、財務、国防について

はボリソフ首相自らが所掌する。また、ツヴェタ

ノフ副首相兼内相は法務、社会・労働、文化、ス

ポーツ等、デャンコフ副首相兼財務相は運輸、地

域開発、農業、エネルギー、保健、環境、教育等

をそれぞれ所管する。 

 

����内務省改革内務省改革内務省改革内務省改革    

�８～９月、ツヴェタノフ内相は汚職の問題を抱

える国境警察担当局長を皮切りに局長レベル、地

方警察トップをほぼ全面的に入れ替え、内務省・

地方警察組織の人事の刷新を行った。 

�また、前政権が内務省から独立・発足させた国

家保安庁について、不透明な組織であり、問題点

が多いと指摘、改編の可能性について政府部内で

検討するとしている。 

 

����新政権新政権新政権新政権支持率支持率支持率支持率    

�世論調査会社メディアナ社調べ（８月２８～９

月１日）によると、新政権は「（国民の）期待に応
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えていると思う」、が５３．４％、「失望した」が

１４．２％、「どちらともいえない」が３２．４％

となっている。またＡＦＩＳ社調べ（９月３～１

１日）によるとボリソフ首相の支持率は５７％、

また閣僚のうち最も仕事振りが評価されているの

は１位ツヴェタノフ内相、２位デャンコフ財務相、

３位ファンダコヴァ教育相で、逆に最も低い評価

だったのはトライコフ経済・エネルギー・観光相

だった。 

 

２．外政 

����外交外交外交外交政策政策政策政策重点事項重点事項重点事項重点事項    

�８月２４日、ジェレヴァ外相は、ＥＵ諸国の信

頼を回復し、ブルガリアを「ＥＵ政策の（限定的・

周辺的な位置付けから）中心に」位置付けること

を最重要課題として掲げた。今後具体的には、Ｅ

Ｕ資金凍結解除、シェンゲン協定への参加に向け

た準備強化等を行っていく。 

�また、他の優先事項として、欧州・大西洋関係

の発展、バルカン諸国及び黒海地域との関係強化、

ブルガリア人共同体の発展及び統合に対する支援

を掲げた。 

 

���� ボリソフボリソフボリソフボリソフ首相首相首相首相：：：：プーチンプーチンプーチンプーチン露首相露首相露首相露首相とととと会談会談会談会談    

 

�ボリソフ首相はプーチン・ロシア首相と、電話

（８月２７日）、及びグダンスク（９月１日、第二

次大戦勃発７０周年の記念式典出席）にてプーチ

ン首相と、サウス･ストリーム、ブルガス・アレキ

サンドロポリス石油パイプライン、ベレネ原子力

発電所建設等のエネルギー関連共同事業に関し協

議を行った。報道によるとボリソフ首相は、これ

らのエネルギープロジェクトの細部についての分

析を終了していない旨伝える一方、プーチン首相

はブルガリアにおける大規模プロジェクト計画の

実施の取りやめる可能性を否定しなかった。 

（経済記事「ロシア政府とエネルギープロジェクト関

連合意」参照） 

    

���� トルクメニスタントルクメニスタントルクメニスタントルクメニスタン大統領大統領大統領大統領ががががブルガリアブルガリアブルガリアブルガリアをををを

訪問訪問訪問訪問    

�８月２７日、トルクメニスタンのベルドイムハ

メドフ大統領がブルガリアを公式訪問、首脳会談

後、「パ」大統領は、会談ではトルクメニスタンか

らの天然ガス２０億立方メートルの購入が確認さ

れたが、課題は経由地であり、また価格について

は後日交渉される旨述べた。 

 

３．社会 

���� マケドニアマケドニアマケドニアマケドニア・・・・オフリドオフリドオフリドオフリド湖湖湖湖ででででブルガリアブルガリアブルガリアブルガリア人人人人

観光客観光客観光客観光客１５１５１５１５名名名名がががが事故事故事故事故でででで死亡死亡死亡死亡（９月５日）    

�９月５日、マケドニアのオフリド湖上でブルガ

リア人観光客を乗せた観光船が沈没し、１５人の

ブルガリア人観光客が死亡する事故が発生した。

無事だった乗客約４０名は、５日中にブルガリア

政府が手配した政府専用機でソフィアに帰還した。 

�ブルガリア政府は７日を国民の喪に服する日と

定め、主立った祭事等はキャンセルされ、半旗が

掲げられた。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

経済経済経済経済    

    

１．マクロ経済    

◆◆◆◆ＧＤＰＧＤＰＧＤＰＧＤＰ    

�ブルガリアの第 2 四半期のＧＤＰ成長率は前年

同期比マイナス４．８％、本年上半期の成長率は

マイナス４．２％、名目ＧＤＰは１５８．２５億

レヴァとなっている。第２四半期のマイナス要因

としては製造業分野がマイナス１０ポイントと最

も大きい。専門家はＧＤＰ比３０％にあたる外国

投資が大きく落ち込んだこと、これまで経済を牽

引してきたＧＤＰ比８２％の国内消費が停滞して

いることにより、2009年のＧＤＰ成長率はマイナ

ス６．３％になるであろうと予測している。 

�一方ＩＭＦは、当初本年はマイナス７％、来年

もマイナス２．５％と予測していたが、その後０
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９年のＧＤＰ成長率を６．５％へと上方修正した。

また本年の財政収支についてはＧＤＰ比０．５％

のマイナスと予測している。 

�新政府は歳出削減により８月の財政収支をマイ

ナス１億レヴァと縮小させることに成功しており、

順調に回復していると見られているが、付加価値

税の２％引き下げについては 2011 年に行われる

とデャンコフ財務大臣は述べている。また同大臣

によるとＩＭＦからの支援は当面の間必要にはな

らないとの考えを示した。 一方政府発表による

と本年第 2 四半期のＧＤＰ成長率がマイナス

4.9％であったことから、上半期でみると年率

3.5％のマイナスとなった。 

 

◆◆◆◆2010201020102010 年予算案年予算案年予算案年予算案    

 ブルガリア政府は2010年予算において、高速道

路建設、教育、環境を優先項目とするとデャンコ

フ財務大臣は述べた。これまで財政黒字の中で組

まれてきた予算と異なり、経済危機下での予算編

成となったため、多くの注目を集めているが、こ

の３分野についてだけは予算内のシェアを減らす

ことなく2010年も維持すると大臣は述べている。

予算案では歳入の落ち込みを物品税の引上げによ

ってカバーし、選挙公約であった年金の引上げを

実施する見込み。また社会保障費も公約どおりま

ずは２％引き下げることとしている。 

 

◆◆◆◆2010201020102010----1013101310131013 年財務中期計画年財務中期計画年財務中期計画年財務中期計画    

 政府、産業界、労働組合は2010-2013年の財務

中期計画を検討し、閣僚会議は右を承認した。計

画では、全体の税制は維持し、社会保険料を2010

年までに２％引き下げ、その後２年間でさらに

１％下げることとなっている。物品税については

EU との約束に従い一部引き上げられるものもあ

る。検討会では今後GDPは１．２から１．５％下

がると予測しているが、2011年には＋２％に回復

すると予測している。 

 

◆◆◆◆外国投資外国投資外国投資外国投資    

�本年上半期の外国投資額は大幅に減り、１５．

６３億ユーロとなったと中銀が発表した。前年上

半期は３２．７２億ユーロであり、約半減したこ

とになる。 

�本年の外国直接投資は昨年よりも２０億ユーロ

減少し、４０億ユーロをやや下回るとスタレフ投

資庁長官は予測している。本年上半期のＦＤＩは

１６億ユーロであり、金融危機下ではかなり善戦

したほうであるとスタレフ長官は評価した。国別

内訳を見るとフランスが、オランダ、オーストリ

ア、ドイツが上位を占めている。 

 

◆◆◆◆経常収支経常収支経常収支経常収支    

�ブルガリア中銀は、本年７月までの経常収支は

貿易赤字が大幅に減ったため、7.2％縮小したと発

表した。７月末時点での経常収支赤字は24.5億ユ

ーロで（前年同期は48.4億ユーロ）、７月だけを

とると１億ユーロの黒字となっている。 

 

◆◆◆◆貿易収支貿易収支貿易収支貿易収支    

�ブルガリアの貿易赤字は金融危機の影響から縮

小傾向にある。統計局の発表によると2009年上半

期の貿易赤字は５５億レヴァで前年同期比４３．

９％の減となった。上半期の輸出額は１０５．５

４億レヴァで３０．３４％の減、輸入額は１５２．

０８億レヴァで３５．１７％の減となっている。

ブルガリアの輸出の６４％はＥＵ加盟国相手のも

ので、輸入についても同様に６０％となっている。 

 

◆◆◆◆インフレインフレインフレインフレ率率率率    

 統計局が発表したここ4ヶ月のデータによると、

ブルガリアはデフレに入っている。８月の消費者

物価指数（対前月比）はマイナス 0.2％となり、

前月比で見ると５月からそれぞれ-0.3%、-0.4%、

-0.6%、-0.2%となっている。 

 

◆◆◆◆失業率失業率失業率失業率    

 ７月の失業率は７．６２％（前月比０．３３ポ

イント増加）、８月は７．８８％で、８月時点で約

２９万人の登録失業者数であると雇用庁が発表し

た。 
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２２２２．．．．そのそのそのその他他他他    

 

◆◆◆◆ベレネベレネベレネベレネ原子力発電所建設計画原子力発電所建設計画原子力発電所建設計画原子力発電所建設計画    

�トライコフ経済・エネルギー・観光大臣は、ベ

レネ原子力発電所計画については現在、政府が

51％、残り49％をドイツＲＷＥが保有する形とな

っているが、51％は必要ではないと述べ、同計画

をこのまま継続するについて検討すると発表した。 

�現時点で本計画には４．３億ユーロが投入され

ているが、もし中止となれば、電力公社は８億ユ

ーロの補償金を支払わなければならない。 

�同大臣は、計画を諦めたわけではないが、最も

良い選択をするべきであり、最大のポイントはベ

レネ原子力発電所の発電コストであり、恐らくコ

ズロドゥイ原子力発電所よりも高額になるであろ

うと述べた。 

 

◆◆◆◆ロシアロシアロシアロシア政府政府政府政府ととととエネルギープロジェクトエネルギープロジェクトエネルギープロジェクトエネルギープロジェクト関連関連関連関連

合意合意合意合意    

ブルガリアとロシア両政府はサウス･ストリーム

天然ガスパイプライン・プロジェクトの準備とし

て共通のワーキンググループ設置に合意した。本

合意はトライコフ経済大臣とロシアのシュマト

コ・エネルギー大臣との会合後に発表されたもの。

またベレネ原子力発電所についても現状況下で進

めるのではなく、まずは金融面での透明性確保が

重要であるとの認識で一致した。一方、ブルガス・

アレキサンドロポリス石油天然ガスパイプライン

については環境面での問題が多く残されている。 

◆◆◆◆観光産業観光産業観光産業観光産業    

７月にブルガリアを訪問した外国人観光客は昨

年同期よりも１４７万人、５．８％の減となった。

一方外国を訪問したブルガリア人観光客は約５２

万人で、逆に１４．２％増加した。ブルガリア人

が訪問した国のうちトップはギリシャで約５万人、

次いでルーマニア１．６万人、トルコ１．５万人

となっている。マケドニアへは約６千人のブルガ

リア人が訪問したが、これは昨年より３０％と大

幅に伸びている。 

 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

我我我我がががが国国国国とのとのとのとの関係関係関係関係    

◆◆◆◆ソフィアソフィアソフィアソフィア地下鉄拡張工事地下鉄拡張工事地下鉄拡張工事地下鉄拡張工事がががが終了終了終了終了    

�日本政府が供与した借款約9，000万ユーロを原

資に施工されていたソフィア地下鉄の拡張工事

（第７駅～第９駅）が終了し、９月８日、地下鉄

第８駅（ソフィア大学前）で開通式が開催された。 

�同プロジェクトは、ソフィア市の既存地下鉄路

線（第1～7駅）を東南地区まで延長し都心と主要

な住宅街を結ぶもの。そのうち日本の円借款事業

は首都中枢第7～9駅区間部分。1999年のブルガリ

アからの援助要請に基づき、日本政府から128億

9,400万円（約9，000万ユーロ）の借款を供与、2005

年4月より施工。 

�開通式にはボリソフ首相をはじめ多くの閣僚や

関係者が出席、待望の地下鉄開通が盛大に祝われ

た。また各紙報道などでは通勤時間及びコストの

大幅な縮小が期待されること等が指摘された。 

    

◆◆◆◆国立美術国立美術国立美術国立美術ギャラリーギャラリーギャラリーギャラリーにににに機材機材機材機材機材機材機材機材をををを供供供供与与与与 

�９月７日、外務省にて竹田駐ブルガリア日本国

大使とジェレヴァ外務大臣との間で、国立美術ギ

ャラリーに対し、約 46,500,000 円（約 345,000

ユーロ）相当の修復室機材及び視聴覚機材を供与

するプロジェクトの交換公文の署名式が行われた。 

�国立美術ギャラリーは主にブルガリア美術を収

容する国内最大のギャラリーであり、年間入場者

数は６～８万人。所蔵品は19世紀後半の作品を中

心に６万点を越える。アレクサンダル･ネフスキー

寺院に付属する価値高いイコン博物館も同ギャラ

リーの所有。こうした貴重な美術品の修復機材、

また美術館所蔵品をアーカイブ化するための機材、

そして来館者への啓蒙活動に供する視聴覚機材が

不足しているため、日本政府に支援が要請されて

いた。 



 ５ 

 

◆◆◆◆    第第第第１７１７１７１７次次次次ＦＥＣＦＥＣＦＥＣＦＥＣ欧州経済事情等調査団欧州経済事情等調査団欧州経済事情等調査団欧州経済事情等調査団がががが

ブルガリアブルガリアブルガリアブルガリアをををを訪問訪問訪問訪問（９月２７～２９日） 

�内藤ＦＥＣ副会長（リンナイ（株）会長）を団

長とする第１７次ＦＥＣ調査団（計２０名）がブ

ルガリアを訪問、パルヴァノフ大統領、トライコ

フ経済・エネルギー・観光大臣、ファンダコヴァ

教育大臣他、新政権の閣僚レベル、及び主要な企

業団体、教育機関等と当国の政治・経済・社会事

情、投資環境の現状について調査すると共に、将

来の協力の可能性等について協議した。    

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 



 ６ 

ブルガリア内政・外交の動き 

  在ブルガリア大使館 

(８月) 

 

７（日） ☆ブルガリア・米国共同軍事演習開始（ノヴォ・セロ演習場～１０月）。 

11（月） ☆ソマリア反乱軍に誘拐されていたブルガリア人人道家パンチョヴァ氏が解放され

る。 

24（月） ☆ジェレヴァ外相：ブルガリア外交優先事項を発表。 

27（木） ☆ボリソフ首相：プーチン露首相と電話会談。 

☆ベルドイムハメドフ・トルクメニスタン大統領：ブルガリア訪問 

24（月） ☆政府：外交政策を発表 

26（水） ●閣僚評議会、財務中期計画を承認 

 

（９月） 

 

１（火） ☆ボリソフ首相：第二次大戦勃発７０周年の記念式典参加（グダンスク）。 

４（金） ☆ ジェレヴァ外相：ＥＵの非公式外相会合（ストックホルム）。 

５（土） ◇マケドニア・オフリド湖上でブルガリア人観光客１５名が事故死。 

10（木） ☆ボリソフ首相：バローゾ欧州委員会委員長と会談。ＳＡＰＡＲＤ資金の凍結解除。 

14（火） ☆ジェレヴァ外相：ＥＵ外相理事会出席（ブリュッセル） 

17（水） ☆シュマトコ露エネルギー相：ブルガリア訪問。 

☆ボリソフ首相：ブリュッセル訪問。経済危機等に関する戦略立案に係る臨時首脳

会合出席。バローゾ欧州委員会委員長とブルガリア選出の次期欧州委員につき協議。 

21（月） ☆ジェレヴァ外相：第６４回国連総会出席。（～27 日） 

27（日） ○ＦＥＣ調査団：ブルガリア訪問（～29日） 

 



 � 

ブルガリア経済指標（２００９年９月） 

 

出所：統計局、中銀、ソフィア証券取引所 
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